
トール社の経営改善について

2020年12月9日
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（百万豪ドル、下段括弧内は億円）

当第2四半期（中間期）の経営成績事業別の営業損益（EBIT）の推移

 営業収益は、エクスプレス事業が新型コロナウイルスや標的型サイバー攻撃の影響が響き減収基調にある中、ロジスティクス事業
アジア部門における新型コロナウイルス感染予防対策物資の大口取扱いが第2四半期も継続したことにより、前中間期比869百万豪
ドル（20.6％）の増収。

 営業費用は、エクスプレス事業のコスト削減が減収を打ち返すまでに至らず、増収幅を上回る前中間期比890百万豪ドル（20.8％）の
増加。その結果、営業損益（EBIT）は84百万豪ドルの赤字を計上（前中間期比20百万豪ドル減）。

注1： 営業収益、営業費用及び営業損益（EBIT）は、トール社、ＪＰトールロジスティクス社及びトールエクスプレスジャパン社の数値の合計額をそれぞれ記載。
注2： 2020/3期からのIFRS第16号（リース）適用により、グラフ及び表の2021/3期及び2020/3期の数値はIFRS第16号（リース）適用後の数値を記載。
注3 ： 2021/3期からのセグメント間の一部事業の組替えにより、グラフの2020/3期及び2019/3期の数値を組替え（それぞれ全体合計額は一致）。
注4： 表の下段括弧内は期中平均レート（2021/3期中間期 73.28円/豪ドル、2020/3期中間期 75.25円/豪ドル）での円換算額をそれぞれ記載。

（百万豪ドル）
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合計（ ）

2021/3期
中間

2020/3期
中間

増減

営業収益
5,098
（3,736）

4,228
（3,182）

＋ 869
（＋ 554）

営業費用
5,182
（3,798）

4,292
（3,229）

＋ 890
（＋ 568）

人件費
1,297
（950）

1,381
（1,039）

△ 84
（△ 88）

経費
3,885
（2,847）

2,910
（2,190）

＋ 975
（＋ 657）

営業損益
(EBIT)

△ 84
（△ 61）

△ 63

（△ 47）
△ 20
（△ 13）
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■ロジスティクス事業 ■フォワーディング事業 ■エクスプレス事業 ■コーポレート等



1-1 業務改善 （PMIの取組：経営改善策の実施）
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組織体制の簡素化

経営陣
の刷新
(完了)

2017年度上期累計

 100件超のM&Aにより成長を実現してきたトール社は、景気減速期に入り、その弱みが顕在化。
 それを解消するため、2017年1月のトール社経営陣刷新後に実施した経営改善策の概要は下記の通り。

トール社の弱み 実施した対応策

ITシステムの老朽化と重複
によるサービス・効率の低下

バックオフィス・オペレーショ
ン等の重複によるコスト競争
力の弱さ

安全意識の不十分による事
故の発生

下記IT変革プログラムの実施
 IT組織改革（High Performing 

Organization）
 新・財務会計システムの構築
（GFT）

 共通マスタ管理システムの構築
（Master Data Management）

 PC、サーバ及びネットワーク機
器の更改（Contemporary 
Infrastructure）

 お客様向けウェブサイトの更改
（My Toll）

 携帯端末及びアプリの更改
（Toll Driver App）

労働安全衛生コンサルタントによ
る専門的な指導・アドバイス

 組織体制の簡素化（右図参照）
 人員削減（2017年1月以降約

2,000名削減）
 調達の合理化

Global Forwarding
国際フォワーディング

Resources & Government 
Logistics

資源・政府系物流

Global Logistics
国際ロジスティクス

Global Express
国際エクスプレス

Domestic Forwarding
国内フォワーディング

Group Operational Services
グループ運用サービス部門

幹線輸送、車両保守等部門間で
共通するオペレーションを統合（注）

 統合前（5部門）  統合後（3部門＋1）

Global Express Services 
エクスプレス事業

豪州及びニュージーランド各国内に
おける道路、鉄道、海上及び航空
貨物輸送

Global Logistics
ロジスティクス事業

お客様のサプライチェーンを最適化
するための倉庫・物流サービス

Global Forwarding
フォワーディング事業

陸上、海上及び航空の組合せに
よる国際貨物輸送

注：2020年4月に解散



1-2 親会社によるガバナンスの強化
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 トール社取締役会メンバーのうち、過半数が日本郵便との兼務（うち1名はメルボルン本社常駐）。トール社の重要事項に
ついての決定権を掌握。

 2020年1月1日付でトーマス・クヌーセン氏が取締役社長に就任。

トール社 日本郵便

トール社取締役会（Board of Directors）の構成（2020年11月30日現在）

米澤友宏
取締役

小野種紀
取締役

若櫻徳男
取締役

衣川 和秀
取締役

 日本郵便

代表取締役

社長兼執行

役員社長

 日本郵便

代表取締役副

社長兼執行役

員上級副社長

 日本郵便専

務執行役員

 日本郵便常

務執行役員

 トール社メル

ボルン本社常

駐

ジョン・マレン
（John Mullen）
取締役会長

（Executive Chairman）

トーマス・クヌーセン
（Thomas Knudsen）
取締役社長

（Managing Director）

ジェフ・ウィルソン
（Geoff Wilson）
取締役

 アシアノ（豪州）、

TNT（オランダ）、ドイ
ツ・ポストDHLのエク
スプレス部門等国際

物流大手のCEO職を
歴任し、収益性の改

善に成功。

 2018年1月トール
社フォワーディング

部門のトップに就

任

 マースク（A.P. 
Moller - Maerskデ
ンマーク）において

アジア・パシフィッ

ク地域CEO等歴任

 元KPMGアジア・パ
シフィックCOO



1-3 不採算事業等の売却
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経営改善に向けた取組みの一環として、非中核資産や不採算（赤字）事業の売却を行ってきている、当年度に実施してい
る不採算事業等の売却の主なものは次のとおり。

1. ロジスティクス事業米国部門

‒ 2020年9月に売買契約を締結。2020年12月中に売却完了予定。

2. ロジスティクス事業重量物輸送部門

‒ 2020年4月に売買契約を締結し、同月、売却完了。

3. エクスプレス事業

2020年11月5日、トール社取締役会がエクスプレス事業の売却について検討することを決定。
（日本郵政・日本郵便のプレスリリースは別添のとおり。）

‒ エクスプレス事業は、豪州経済の減速や厳しい競争環境などから赤字が続いており、加えて、新型コロナウイルス
の影響や標的型サイバー攻撃の影響により、最近では赤字幅が急拡大している状況。

‒ エクスプレス事業がトール社全体の業績不振の主要因となっていることから同事業売却の検討を開始した。

‒ エクスプレス事業の売却により、損益改善を一歩前に進め、残るロジスティクス事業およびフォワーディング事業の
採算性向上に努めつつ、様々な可能性の検討を行う。



2 JPトール （JPトールの強み：三事業運営）

具体例
X社は配送にトールエクスプレスジャパン、日本郵便を使っているが、JPトールが商品の倉庫保管業務（コントラクト）

や商品の輸出入を取り扱うことで、サプライチェーンマネジメント（SCM）の最適化・効率化を提案

5

トールエクスプレスジャパン

日本郵便

エクスプレス（トラック輸送）

コントラクト
（倉庫業務）

フォワーディング
（輸出入の手配）

エクスプレス（ゆうパック）

エクスプレス（配送）をベースとして、物流の川上領域へサービスを拡充

 エクスプレス（配送）機能を備えながら、物流の川上部分（コントラクト、フォワーディング）のサービスを一体として提供可能

日本の物流会社でこの三事業を一体となって提供出来る物流会社は限られており、更に日本郵便の提供するB2C配達を
加えた一気通貫でのサービス提供を行えることがJPトールの大きな強み






